第９号様式（第１７条関係）

　　令和　　年　　月　　日　


　奈良県知事　殿


　  　                                  申請者住所（本社の所在地、郵便番号）
  　  　                                氏　　　名（名称及び代表者の氏名）　


奈良県大学等発スタートアップ支援補助金実績報告書


令和　　年　　月　　日付け奈良県　　　第　　号をもって交付決定のあった補助事業の実績について、奈良県大学等発スタートアップ支援補助金交付要綱第１７条の規定により、下記書類を添えて報告します。


記


　１　奈良県大学等発スタートアップ支援事業実績報告書
事業化支援枠の場合（別紙１の１）
※法人化した場合は（別紙１の２）（別紙１の３）も添付すること。
県内大学等発スタートアップ支援枠の場合（別紙２）（別紙１の２）（別紙１の３）
　
　２　収支表（別紙３）

　３　取得財産等管理台帳（第１１号様式）

（様式９－別紙１の１）
奈良県大学等発スタートアップ支援事業実績報告書
（事業化支援枠）

	1 補助事業の名称

	


	2 補助事業の成果・進捗（具体的・定量的に記載すること）

	




















	3 事業化の状況

	　該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 事業化した
· 事業化していないが、今後事業化する見込み
· 事業化できない

	4 事業化の内容（③で「事業化をした」を選択した場合のみ記載）

	　該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 法人化
法人登記の日付：　年　月　日　　資本金：
代表者：
· 共同研究
　相手方：
· その他（具体的な事業化の内容を記載）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	5 今後の事業化の見込み（③で「事業化はしていないが、今後事業化する見込み」を選択した場合のみ記載）

	○事業化の方針・方向　
該当する項目にチェック（✓）し、必要項目を記載
· 法人化
· 共同研究
· その他（具体的な事業化の内容を記載）
○事業化の見込み
　（　　　　年以内）
○補助事業年度内に事業化できなかった理由
該当する項目にチェック（✔）し、必要事項を記載
  □　技術的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　財政的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　人事的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　そ　の　他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	6 事業化できない理由（③で「事業化できない」を選択した場合のみ記載）

	該当する項目にチェック（✔）し、必要事項を記載
  □　技術的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　財政的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　人事的理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□　そ　の　他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※その他補助事業の成果が分かる資料があれば添付すること。


（様式９－別紙２）
奈良県大学等発スタートアップ支援事業実績報告書
（県内大学等発スタートアップ支援枠）

	1 補助事業の名称

	


	2 補助事業の成果・進捗（具体的・定量的に記載すること）

	























	3 補助事業年度における資金調達の実績

	
	年月日
	調達元
	調達金額
	調達方法

	
	
	
	

	
	
	
	





※その他補助事業の成果が分かる資料があれば添付すること。


（様式９－別紙３）
収　支　表
～総　括　表～
（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費
	③補助金充当額
	備考

	
	①予算額
	②決算額
	（②×２／３）
	

	1 
	設備備品費
	　
	
	
	　

	2 
	消耗品費
	　
	
	
	　

	3 
	人件費・謝金
	　
	
	
	　

	4 
	旅費
	　
	
	
	　

	5 
	外注費
	　
	
	
	　

	6 
	印刷製本費
	　
	
	
	　

	7 
	会議費
	　
	
	
	　

	8 
	通信運搬費
	　
	
	
	　

	9 
	光熱水料
	　
	
	
	　

	10 
	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	　



（記載注意）							
１．この様式の用紙サイズはA4とする。
２．この収支表の予算額とは申請書の補助事業計画書に記入したものをいう。
また、補助事業計画を変更した場合には、承認を受けた計画に基づくものをいう。
３．予算額と決算額に著しい相違があるときは、その理由を備考欄に記入すること。
４．各経費区分の先頭にある番号は根拠書類と連動させること。
５．記載する金額は、消費税抜の金額を記載すること。



収　支　表
～明　細　表～

（１）設備備品費
	[bookmark: _Hlk163567474]番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（２）消耗品費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（３）人件費・謝金
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（４）旅費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－





（５）外注費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（６）印刷製本費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（７）会議費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（８）通信運搬費
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



（９）光熱水料
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－





（10）その他
	番号
	内訳
	数量
	単位
	単価
	決算額
	支払年月日
	支払先

	1-1
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-2
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	1-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	小計
	－
	
	－



